
Ⅰ　編成の基本的な考え方

 （１）財政健全化・行政改革に向けた取組みの推進

　・財政健全化プラン及び行政改革推進プランを着実に推進するとともに、既存の事務事業に

　　ついては徹底した見直しを図る

 （２）第１次実施計画事業の推進

　・事業費の精査を行った上で事業の推進を図る

　・絆の再生、地域経済の活性化、地域活動の推進、災害に強いまちづくりなど、真に必要な

　　分野については、特別枠を設け重点的に予算を配分する

　　　【主な事業】

　　　　・子ども・若者総合相談センターの設置 

　　　　・あんしんケアセンターの整備 ・協働事業提案制度の推進

　　　　・企業立地促進の強化 ・インキュベート施設の整備

      　・国際会議助成の創設

　　　　・再生可能エネルギーの推進

　　　　　（太陽光発電設備設置費助成の拡充、太陽熱利用給湯システム設置費助成等）

     　〔防災対策〕

　　　　・地域防災計画の見直し ・災害時情報伝達手段の充実

　　　　・学校等公共施設の耐震補強 ・住宅の耐震改修費助成の拡充

（３）緊急的な防災対策及び国の補正予算への対応

　・緊急的な防災対策及び国の補正予算に的確に対応するため、所要の経費を２月補正予算に計

　　上し、平成２３年度から２４年度にかけて切れ目なく実施する

　〔２月補正予算へ計上〕

　　・防災行政無線の改修、校舎・屋内運動場等公共施設の耐震化など緊急的な防災・減災事業

Ⅱ　平成24年度予算規模
　

   一 般 会 計 3,658億4,000万円　（前年度比   76億4,000万円増   2.1％増）

   特 別 会 計 3,875億1,600万円　（前年度比  190億7,900万円増   5.2％増）

　   合　 計 7,533億5,600万円  （前年度比　267億1,900万円増   3.7％増）

※一般会計の増減の主なもの（（　）内は、前年度増減額）

  中小企業金融対策　　 　 40,259百万円（7,670） 障害者介護給付等 　  7,273百万円（969）

　消防指令センター整備　 　3,079百万円（2,181） 子どものための手当　15,934百万円（△7,165）

　生活保護　　　　　　　　29,750百万円（1,610） 一般職職員給　　　　47,104百万円（△766）

　市街地再開発特会繰出金 　2,675百万円（1,600） 退職手当　　　　　   7,185百万円（△751）

  国民健康保険事業繰出金 　7,457百万円（1,218）
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1  主な一般財源

（単位：百万円、％）

市 税

普 通 交 付 税

財政調整基金繰入

※市債管理基金借入・償還を各々同額の20億円を計上

2  市　　債 （一般会計）
（単位：百万円、％）

　
　

3  性 質 別 歳 出 （一般会計）
（単位：百万円、％）

そ の 他 経 費 143,286 130,303 12,983 10.0

合 計 365,840 358,200 7,640 2.1

公 債 費 57,167 56,930 237 0.4

普 通 建 設 事 業 費 29,507 29,443 64 0.2

人 件 費 57,366 59,290 △ 1,924 △ 3.2

扶 助 費 78,514 82,234 △ 3,720 △ 4.5

率

義 務 的 経 費 193,047 198,454 △ 5,407 △ 2.7

臨時財政対策債 23,500 21,000 2,500 11.9

性 質 ２４年度 ２３年度
増 減

金 額

市　　　債 38,378 37,070 1,308 3.5

建 設 事 業 債 14,878 16,070 △ 1,192 △ 7.4

区 分 ２４年度 ２３年度
増 減

金 額 率

1,000 0 1,000 皆増

170,800 171,000 △ 200 △ 0.1

8,500 5,200 3,300 63.5

区 分 ２４年度 ２３年度
増 減

金 額 率

参考

市債残高の状況

（単位：百万円）

区分
平成２３年度
末残高見込

平成２４年度
借入見込額

平成２４年度
償還見込額

平成２４年度
末残高見込

対前年度
残高増減

一般会計 738,459 38,378 45,280 731,557 △ 6,902

全会計 1,085,464 97,864 109,751 1,073,577 △ 11,887
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